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加賀市の概要

▲山中・山代・片山津温泉を有する加賀温泉郷

位 置 ： 石川県の南西部、福井県との県境に位置

人 口 ： ６５,５９３人（R2.9.1 現在）

産 業 ： 主な産業は製造業、観光業

九谷焼や山中漆器などの伝統工芸も息づく

九谷焼

大聖寺藩の伝統と自然が息づくまち

2023年 北陸新幹線加賀温泉駅が開業予定

山中漆器

▲大聖寺藩の長流亭
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加賀市の現状

2014年5月「消滅可能性都市」と指摘された。 日本創成会議「人口減少問題検討分科会」報告書

加賀温泉駅
（加賀市）

東京から
飛行機で１時間３０分
新幹線で３時間２０分

人口減少による人材の不足

出所：加賀市人口ビジョン



人口減少
少子高齢化

医療・介護従事者の不足
病院の待ち時間の短縮
高齢者の見守りが大変
救急車の到着時間が遅い

移動が不便、自由に移動したい
公共交通の本数が少ない

物流・消費行政サービス

労働環境

生活環境

移動・交通

人材育成・教育

医療・介護

地域役員の担い手不足

若者負担増による離職・転出
給料が安い、宿泊業の人材不足、
伝統工芸の担い手不足、外国人活用

行政手続きが煩雑
情報を入手しにくい

雪かきが大変、除雪が遅い、側溝の悪臭
水道料金高騰、避難発令が多い、
空き家・空き店舗の増加、治安に不安

市内高校への進学率の低下
大学・研究機関がない
デジタル化人材・高度専門人材不足

歩いて買い物に行ける所が少ない
加賀温泉駅周辺の賑わい不足

コロナショック2020
The COVID-19 pandemic

人口の奪い合い/企業誘致合戦

産業構造の変化への対応の遅れ
インターネットサービスの拡大による
余暇ビジネスの多様化

孤立するコミュニティ

巨大化する災害
雪害対策への対応

根本課題

米中貿易摩擦・日韓問題
中国・香港・台湾問題

多極分散型
都市構造

ライフスタイルの
多様化

地域間競争
の激化

急速な技術革新
第4次産業革命

越境ビジネスの
グローバルリスク

「消滅可能性都市」

地理的
リスク

課題

加賀市を取り巻く現状及び課題 －なぜ今、加賀市がスマートシティなのか？？

様々な外部要因により、労働環境や市民サービス、行政サービスなどに、様々な課題が一気に表面化！！
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加賀市
Smart City

◇基本理念
人間中心の未来社会の実現

◇３つの戦略
１ デジタルファースト ～データ駆動型のまちづくり～
２ クリエイティブ ～創造的なまちづくり～
３ スマートシチズン ～市民との共創によるまちづくり～

◇運営の５原則
世界経済フォーラムが示す「スマートシティにおける5つの柱」と

整合を図った「運営の5原則」

１ 透明性を確保したまちづくり
２ 公平性と多様性を重視したまちづくり
３ 相互運用性を確保したオープンで機敏かつ柔軟なまちづくり
４ 事業継続性を担保したまちづくり
５ 安心・安全・強靭なまちづくり

「加賀市スマートシティ宣言」（R2.3.30）

「加賀市スマートシティ推進官民連携協議会」（R1.8.26）

スマートシティの推進に向けた合意形成を図る場として、市内産業団体や市民団体等
２５団体で組織

「スマートシティ加賀」に向けて

クリエイティブでイノベーティブな
「挑戦可能性都市」を目指す。



スマートシティ加賀の全体像とデータ連携基盤
 「市民のQOL向上、来訪者の満足度向上、稼ぎ力の向上」の実現を目指すスマートシティ加賀の全体像と

データ連携基盤の概要を以下に示します。

物流移動 健康/医療/介護 安心/安全 環境保全 観光 エネルギー教育行政手続き
金融防災/減災

5GWi-Fi LPWALPWA Wi-Fi
準天頂衛星
”みちびき”

データ連携基盤
AI活用・データ統合・解析機能
（BIツール・ダッシュボード等）

4G/LTE

地理データ・空間データ
地図データ・渋滞情報

人流情報、水位情報・・・

自然・気象情報
雪害情報、台風情報等

災害情報・・・

民間事業者
交通情報、電力情報

施設情報、決済情報・・・

行政情報
避難所、学校、病院、行政手続き
情報、各種オープンデータ・・・

個人の生活情報
健康情報、医療情報、介護情報
購買情報、決済情報・・・

情報通信
ネットワーク

Bluetoothデータ データデータ データデータ

アウトプット アウトプット参照

「市民のQOLの向上・来訪者の満足度向上・稼ぐ力の向上」の実現

オープンイノベーションの推進 地域課題解決 データ利活用のまちづくり

スマートシチズン
市民・来訪者起点

加賀市スマートシティ推進官民連携協議会

API：Application Programming Interface

API：Application Programming Interface

データの見える化

参照デ
ー
タ
流
通
・
更
新
・
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ー
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ス
改
善

デ
ー
タ
流
通
・
更
新
・
サ
ー
ビ
ス
改
善

都市サービスの全体最適

「加賀市民憲章」の具現化

都市OS
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これまでの行動①＝地元企業の生産性向上、人材育成
• 2015年11月～

–加賀ロボレーブ国際大会の開催（以後、継続開催）

• 2016年12月～

地方創生推進交付金の交付決定

–スマート加賀ＩoＴ推進協議会の設立（2017年3月）

–スマート加賀ＩoＴ推進事業の実施（ＩoＴ講習、ＩoＴ実証）

2018年4月 加賀市イノベーションセンター整備 7

• 201６年７月～

・総務省の「若年層に対するプログラミング教育の普及推進事業」に選定

市内全小中学校でプログラミング教育の実施（2017年4月～）

・経済産業省の「地方版ＩｏＴ推進ラボ」に選定



これまでの行動②＝ＩoＴを拡大、革新的な取組

• 201８年３月

–ブロックチェーン都市宣言

• 201８年１０月～

–キャッシュレス決済の実証開始

• 201８年４月～

–オープンデータの公開

–ＲＰＡの本格導入

• 201９年１月～

–加賀総合サービス株式会社と地域内経済循環を目指す加賀市版ＲＥ１００
事業に関する連携協定

• 201８年7月

–スマートインクルージョン推進宣言
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これまでの行動③＝更なる革新的な取組、実証フィールド開放

• 201９年５月

–障がい者のテレワークの推進に関する連携協定

–ＡＮＡとイノベーション推進に関する協定

–コンピュータクラブハウスの開設

–地域情報マイページ「加賀POTAL」の開設

• 201９年７月

–MONET Technologiesと自動運転社会に向けたモビリティサービス
に関する連携協定の締結

–AirMobility管制プラットフォーム、ドローン利活用に関する連携協定9

• 2019年４月～

–自治体新電力事業の開始



これまでの行動④＝デジタル化・スマートシティ推進－１

• 201９年８月

–ＤＭＭ.comとの地方創生の推進に関する包括連携協定

–日本総研とスマートシティ推進に係る連携協定

–加賀市スマートシティ推進官民連携協議会設立
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• 201９年11月

–ＮＴＴドコモと5Ｇ時代を見据えた産業創出・教育振興に関する
連携協定

• 201９年12月

–xID株式会社（旧blockhive）と次世代電子行政の実現
に向けた連携協定

• 2020年1月

–学校健診・母子健診情報のデジタル化と個人フィードバック発表



これまでの行動④＝デジタル化・スマートシティ推進－２
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• 2020年2月

–加賀MaaSコンソーシアム設立

–ゼロカーボンシティ表明

–アバター実証事業開始

• 2020年３月

–塩屋地区の３Ⅾマップ完成発表

–スマートシティ宣言

–スマートシティ構想案作成



これまでの行動⑤＝デジタル化・スマートシティ推進－３
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• 2020年７月

– 市窓口におけるキャシュレス決裁の拡充

窓口における手数料・使用料など取扱可能

– 内閣府SDGｓ未来都市に選定

– 新しい通信技術（Wifiヘイロー）の実証実験の開始

– 国土交通省MaaS実証実験に係るモデルプロジェクトに選定

– 国土交通省スマートシティ推進に係る重点事業化促進プロジェクトに選定

• 2020年８月

– 内閣府 地方創生推進交付金（Society5.0）の内示

– ｘID（デジタル認証）を活用した行政サービスの電子申請開始

– 総務省 データ利活用型スマートシティ推進事業の採択

– ブロックチェーンに関する官民推進会合のオブザーバとしての参加打診

• 2020年９月

– ブロックチェーンに関する官民推進会合のオブザーバとして参加



ブロックチェーン都市宣言

2018.3.16 連携協定を締結

ブロックチェーン技術

研究開発・実証

新たなサービスの創出＋ベンチャー誘致

改ざんが困難、システムダウンしない、安価

ブロックチェーン技術を活用して、電子行政などの社会コスト削減、市民のサービス利用
性向上だけでなく、地域の経済活性化に向けて、共同研究開発に取組む。
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ブロックチェーン技術を行政サービスの基盤に活用するのは、
全国の自治体で初めて。

2019年5月31日 渋谷社長（左）と宮元市長（右）

地域情報マイページ 「加賀POTAL」
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行政サービスをデジタルファーストで地域に提供
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デジタルIDとマイナンバーカードを利用した「行政サービスのデジタル化」を実現し、
利便性の向上を目指します。

加賀市とxID株式会社（旧blockhive）との
次世代電子行政の実現に向けた連携協定締結

令和元年１２月２０日 日下CEO（左）と宮元市長（右）

【主な連携事項】
・オンライン行政サービスの推進
・マイナンバーカード普及促進
・民間サービスとのデータ連携推進

デジタルID

電子国家・エス

トニアの最先端

技術を導入！
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172020年８月12日（水） 記者会見

行政手続きデジタル化サービス提供開始発表
～加賀市×トラストバンク××ＩＤ～

・「対面・紙・ハンコ」に頼らず

・マイナンバーカードによる

個人認証

・スマートフォンから行政手続

・ブロックチェーン技術による

改ざん防止

マイナンバーカード普及率

50%超（R2.8月末時点）



xIDの基本構成
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ご清聴ありがとうございました
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